－東北電力の6.13「シビア・アクシデント対策」－

「無用の長物」より、究極の安全対策＝廃炉を！
2011.6.19＋6.21

【運転再開「地元同意」の“大義名分”？】

震災・福島事故から早くも３ヶ月以上が過ぎました。
全原発の停止・廃炉を恐れる国の指示により、自社原発の停止による採算悪化・株価低下に悩む電力会社は、‘夏場の電力不足・停電’を盛んに宣伝し、税収・補助金の減少・削減に頭を痛めている地元自治体に「運転再開同意」への“大義名分”を与えるため、福島原発の「事故を収束するための懸命な作業の中で抽出された課題」への対応策と実施状況を6.14に公表しました。東北電力も、女川と東通で、「１．中央制御室の作業環境の確保、２．緊急時における発電所構内通信手段の確保、３．高線量対応防護服等の資機材の確保及び放射線管理のための体制の整備、４．水素爆発防止対策、５．がれき撤去用の重機の配備」（以下＜対策＞）などの対応措置を講じたとしています。
そのような各電力の発表を受けて、海江田経産相は6.18、地元自治体や住民向けに‘対策は適切’として、夏場を前に露骨に運転再開を後押しし始めました（6.19には菅首相も）。福島事故の原因も完全に解明されておらず、従って、「再発防止対策」も完全に講じられていない段階で、しかも国すらが表明した各種『安全指針』の見直しや原子力規制行政の見直しも全く手付かずの状況で、このような国を挙げての要請に、どこの自治体が最初に、住民の不安の声を無視して「運転再開同意」という“虎の尾を踏む”のでしょうか。（6.21には、無神経な「原子力安全・保安院」の安全宣伝・運転再開要請に、福井県知事・滋賀県知事や大阪府知事が反発。）
【“障壁”だらけの対策】

そもそも、講じられた対策で本当に「シビア・アクシデントに対応」できるのでしょうか。

＜対策１＞に関して言えば、福島事故では、３・４号機中央制御室などで作業していた運転員２名が暫定基準値250ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄさえ大きく超える体内被曝をしていたことが明らかとなっています（外に6名も：5.31、6.4、6.14朝日、さらに１名も：6.21朝日）。別稿で指摘した「安全指針４３」で、制御室は「換気設計によって適切に防護」されているはずだったのですが…。その反省を踏まえて？東北電力は、「電源喪失」による換気系停止が生じないように「高圧電源車の配備（給電確保）」を打出しています。しかし、①高圧電源盤は必ず健全で、高圧電源車もそれに確実に接続できるのか、②電源盤は必ず健全で、高圧電源盤との回線は必ずつながっているのか、③電源盤から送風機までの回線は必ずつながっているのか、④送風機や配管自体は地震などによって影響を受けないのか等、いくつもの“障壁”が予想されます。また、福島事故では換気系停止が体内被曝の直接原因かは不明で、飲食が原因とか防護マスク不装着とか免震重要棟（避難・休憩先）の不備とかの指摘もあり、１の電源対策だけで十分かどうか不明です。それよりも、制御室内もしくは近傍に巨大な空気ボンベを用意しておき、緊急時に室内を高圧に保ったり、運転員が直接その非汚染空気を吸入するようにすれば、事故直後から内部被曝は避けられるのではないでしょうか（一方で、ボンベ爆発の危険がつきまといますが、“発生確率は大地震・大余震より低い”のでは？）。
＜対策２＞でも、女川原発では高圧電源車→高圧電源盤→電源盤→通信設備という経路で電源が確保されるとしていますが（東通では発電機→通信設備という別経路も）、対策１同様“障壁”がいくつもあり、さらに、対策１と「共倒れ」となる危険性があることは明らかです。
＜対策３＞では、緊急時の資機材貸与協定や放射線管理要員応援体制の存在・整備を挙げていますが、福島事故でも他の原子力事業者からの貸与資機材が地震による道路の寸断・交通渋滞などで届かず、放射線測定機器不足のまま作業員を被曝労働に従事させていたことが明らかになっており、貸与や応援を“待つ”では対策になりません。また、タングステンベストなどの高線量対応防護服（ある意味「決死隊用」の作業服！）を７月末までに１０着備え付けるとしていますが、緊急時の高線量下での必要作業が１０名以下で十分とする根拠はどこにもなく、また、着用による被曝低減でどれだけの事故対応作業が可能となるのかも明らかではなく、１０名を上回る作業人員を必要とする事故対応は「想定外」で実施できなかった、という言い訳に使われるのがオチです。それよりも、漏洩放射能により高線量にならない場所にポンプやバルブや電源などの重要機器を直接操作できるような設備を設けたり、原子力潜水艦・空母などのように格納容器・原子炉建屋をいくつもの完全隔離が可能な区域に分割して放射能漏洩による影響を限定できるように、設計上の大幅な見直し＝原発の作り直しを行なうべきです（それは実現不可能なので、結局は「廃炉」しかありません）。
＜対策４＞は、最も問題の「水素爆発対策」ですが、東北電力はまず、窒素ガスが封入された「格納容器内で水素爆発に至ることはない」と断定していますが、原子炉内では、燃料被覆管と高温水蒸気との反応での水素発生だけでなく、水の放射線分解によっても水素と酸素が発生することから、高温の水素と酸素（常温の窒素より比重が小さく＝軽くなって）が格納容器上部に漏洩・移行して爆発する可能性はゼロではないと思います。そして、７月末までの対策は、単に水素を逃がす＝放射能も一緒に環境へそのまま“タレ流す”ための「穴あけドリル」などの配備ですから、驚きです（平成２４年度内に原子炉建屋頂部へのベント設置予定）。台風などによる夜間の大規模停電・電源喪失時に、誰が暴風雨の暗闇の中で原子炉建屋屋上に上がってドリルで穴あけをする（そして放射能を浴びる）というのでしょうか（重たいタングステンベストを着用した決死隊１０名が選抜されるのでしょうか）。また、穴が貫通した瞬間に、ドリルの摩擦熱や静電気や火打石の原理で発生した火花などで「水素爆発」が生じないと断言できるのでしょうか。
さらに決定的な“障壁”は、「シビア・アクシデント」は地震・津波だけではなく航空機墜落や核テロ・ミサイル攻撃などによっても生じる可能性があることで、その場合にも上記＜対策１～５＞が機能するとは全く考えられません。
【究極の安全対策＝廃炉を！】

とはいえ、＜対策＞にさまざまな“障壁”があっても、原発が再稼動しない限り、（冷却機能喪失や航空機墜落を除き）＜対策＞を必要とする状況は生じませんから、特に問題視する必要はないのかもしれません。その意味では、現時点では＜対策＞自体が「無用の長物」です。
ただし、福島事故で証明されているように、燃料棒・使用済燃料が発熱を続ける限り、廃炉が決まっても・廃炉にしようとしても、冷却機能が喪失すればシビア・アクシデントになりますので、それに備えることは必要です。そのためには、電動ポンプに頼らず、水の自然対流・循環や重力落下などで冷却ができるような仕組みの十分な大きさを持った燃料プールを新たに作り、冷温停止している今のうちに（密集している）燃料棒を原子炉から取り出し、プールに十分な間隔をあけてバラバラに寝かせて冷却・除熱したりする（または、使用済燃料を再処理しない「ワンスルー方式」で処分する場合の冷却方式で保管する）しかないのではないでしょうか。また、プールや保管施設自体も、原子炉建屋のような爆発・航空機墜落に弱い強度の建物内に設置するのではなく、“費用を惜しまず”格納容器のような分厚いコンクリートや鋼鉄製の建物内に設置して、放射能と水素の除去設備も備えておく必要があります。それでも、福島原発事故の廃炉費用・除染費用・周辺地域復旧費用・補償費用などより“安上がり”になることは確実です。
「安全な原発・安上がりな原発」という幻想は完全に消滅したと思いますが、地元自治体にとって「金のなる木」という幻想は未だ残っているようで、その弱みにつけ込むため、各種の＜対策＞が講じられ、国も今後は様々な“ニンジン”を具体的に用意することになると思います。
でも、究極の安全対策は「原発の停止・廃炉」でしかないことが“福島事故の教訓”です。
